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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期 

会計期間 
自平成15年４月１日

至平成15年９月30日

自平成16年４月１日

至平成16年９月30日

自平成17年４月１日

至平成17年９月30日

自平成15年４月１日 

至平成16年３月31日 

自平成16年４月１日

至平成17年３月31日

売上高 (百万円) 203,394 186,426 200,672 426,037 430,906

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △2,622 5,776 5,988 △1,916 10,700

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△） 

(百万円) △3,322 3,886 3,648 △22,469 6,222

純資産額 (百万円) 183,925 169,910 176,716 177,033 171,702

総資産額 (百万円) 375,848 340,573 328,155 354,733 349,834

１株当たり純資産額 (円) 899.75 831.44 862.82 866.19 837.44

１株当たり中間(当期) 
純利益金額又は中間 
(当期)純損失金額（△） 

(円) △16.25 19.02 17.81 △109.92 29.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 48.94 49.89 53.85 49.91 49.08

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,124 13,006 7,372 △43,759 20,292

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,487 1,496 △12,445 26,668 65

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,667 △1,271 △286 △3,114 △3,902

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 47,673 38,649 36,649 23,770 41,867

従業員数 (人) 7,857 7,658 7,586 6,616 7,550

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期 

会計期間 
自平成15年４月１日

至平成15年９月30日

自平成16年４月１日

至平成16年９月30日

自平成17年４月１日

至平成17年９月30日

自平成15年４月１日 

至平成16年３月31日 

自平成16年４月１日

至平成17年３月31日

売上高 (百万円) 200,044 181,282 196,114 418,236 418,631

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △2,773 5,068 5,364 △1,858 10,132

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△） 

(百万円) △3,385 3,534 3,341 △22,222 5,925

資本金 (百万円) 10,264 10,264 10,264 10,264 10,264

発行済株式総数 (千株) 205,288 205,288 205,288 205,288 205,288

純資産額 (百万円) 178,206 164,086 170,378 171,626 165,723

総資産額 (百万円) 364,158 322,980 310,338 344,060 332,380

１株当たり純資産額 (円) 869.34 800.70 831.87 837.39 808.26

１株当たり中間(当期) 
純利益金額又は中間 
(当期)純損失金額（△） 

(円) △16.52 17.25 16.31 △108.41 28.18

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) － － － － －

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) 5.00 7.00 6.00 10.00 12.00

自己資本比率 (％) 48.94 50.80 54.90 49.88 49.86

従業員数 (人) 7,280 5,992 5,937 6,039 5,916

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

３ 第91期中間会計期間及び第91期の１株当たり中間(年間)配当額には、「創立60周年記念配当」２円が含

まれている。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

設備工事業 7,452 

電気機器販売業等 134 

合計 7,586 

(注) 従業員数は就業人員である。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

従業員数(人) 5,937 

(注) 従業員数は就業人員である。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間は、電力設備投資が引き続き圧縮基調にあったものの、国内需要の増加や輸

出の回復を背景として民間設備投資が伸長するなど、当社グループの事業環境に改善の兆しが見え

始めた。 

このため当社グループは、業務全般の効率化・簡素化によるコスト削減を強力に推進し、価格競

争力の強化を背景とした受注の拡大に努めた。併せて、お客様ニーズを的確に把握した設備診断や

技術提案などのソリューション営業を積極的に展開した。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高2,006億７千２百万円(前中間連結会計期間比142

億４千５百万円増)、経常利益59億８千８百万円(前中間連結会計期間比２億１千２百万円増)、中間

純利益36億４千８百万円(前中間連結会計期間比２億３千８百万円減)となった。 

 

①事業の種類別セグメント 

 (設備工事業) 

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高2,184億３千５百万円(前中

間連結会計期間比184億２千８百万円増)、完成工事高1,989億４千６百万円(前中間連結会計期間

比152億４千４百万円増)、営業利益53億９千９百万円(前中間連結会計期間比３億７千８百万円

増)となった。 

 

 (電気機器販売業等) 

電気機器販売業等の業績は、売上高17億２千６百万円(前中間連結会計期間比９億９千８百万円

減)、営業利益２億９千２百万円(前中間連結会計期間比２千万円増)となった。 

 

 

②所在地別セグメント 

所在地別セグメントについては、在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

(注)１ 「第２ 事業の状況」の金額の記載にあたっては、消費税等は含まれていない。 

２ 当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次

のとおりである。 
 

前中間連結会計期間 

 東京電力㈱ 88,489百万円 47.5％

 

当中間連結会計期間 

 東京電力㈱ 97,712百万円 48.7％
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による資

金の増加を上回る投資活動及び財務活動による資金の減少があったため、前連結会計年度から52億

１千７百万円減少し、当中間連結会計期間末には366億４千９百万円となった。 

 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間では、営業活動によって73億７千２百万円の資金が増加した(前中間連結会

計期間比56億３千４百万円減)。これは主に、税金等調整前中間純利益61億５千１百万円の計上と、

売上債権の減少額243億３千５百万円などの資金増加要因、仕入債務の減少額218億９百万円など

の資金減少要因によるものである。 

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間では、投資活動によって124億４千５百万円の資金が減少した(前中間連結

会計期間比139億４千２百万円減)。これは主に、有価証券の売却により10億６百万円の収入があ

ったものの、有価証券の取得に69億３千８百万円、有形固定資産の取得に28億４千６百万円、投

資有価証券の取得に40億４千６百万円を支出したことなどによるものである。 

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間では、財務活動によって２億８千６百万円の資金が減少した(前中間連結会

計期間比９億８千４百万円増)。これは主に、短期借入金の純増加額６億７千万円があったものの、

配当金の支払に10億２千４百万円を支出したことなどによるものである。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業においては、生産実績について定義することが困難であるため、

「生産の状況」は記載していない。 

事業の大部分を占めている設備工事業においては、請負形態をとっているため、販売実績という定

義が実態にそぐわないことや、設備工事業以外の事業では受注生産形態をとっていないことから、

「受注及び販売の状況」については「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績

に関連付けて記載している。 

また、当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合に

ついても、「１ 業績等の概要」に注記している。 

なお、当社グループにおける受注及び販売の状況の大部分を提出会社が占めているため、提出会社

個別の状況を参考のために記載すると次のとおりである。 

 

(設備工事業における提出会社の受注工事高及び施工高の状況) 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

期末繰越工事高 

手持 うち施工高 期別 工事種別 
期首繰越 

工事高 

期中受注

工事高 
計 

期中完成

工事高 
工事高 比率 金額 

期中 

施工高 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (％) (百万円) (百万円)

屋内線・ 

環境設備工事
171,022 86,065 257,087 74,271 182,815 33.1 60,540 80,252

前中間会計期間 

情報通信工事 8,301 19,187 27,489 16,396 11,093 25.8 2,857 17,628

 (自 平成16年 

   ４月１日 配電線工事 257 77,799 78,056 77,486 570 33.1 188 77,574

  至 平成16年 

   ９月30日) 工務関係工事 16,704 13,784 30,489 13,127 17,361 58.0 10,067 13,044

 
計 196,285 196,837 393,123 181,282 211,841 34.8 73,654 188,499

屋内線・ 

環境設備工事
157,908 96,535 254,444 80,955 173,489 25.1 43,469 78,113

当中間会計期間 

情報通信工事 9,576 22,010 31,586 21,043 10,542 35.1 3,696 21,432

 (自 平成17年 

   ４月１日 配電線工事 584 82,034 82,618 82,191 427 60.0 256 82,199

  至 平成17年 

   ９月30日) 工務関係工事 14,406 14,410 28,817 11,923 16,893 51.3 8,669 13,084

 
計 182,476 214,990 397,467 196,114 201,352 27.9 56,092 194,830

屋内線・ 

環境設備工事
171,022 174,428 345,451 187,542 157,908 29.3 46,311 179,293

前事業年度 

情報通信工事 8,301 41,280 49,582 40,006 9,576 34.5 3,307 41,688

 (自 平成16年 

   ４月１日 配電線工事 257 159,240 159,497 158,913 584 42.6 248 159,060

  至 平成17年 

   ３月31日) 工務関係工事 16,704 29,872 46,576 32,169 14,406 52.1 7,508 29,528

 
計 196,285 404,822 601,108 418,631 182,476 31.4 57,376 409,571

(注)１ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高に

その増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 
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(2) 完成工事高 

官公庁 民間 計 

期別 区分 
 

(百万円) 
東京電力㈱ 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

 
(百万円) 

屋内線・環境設備工事 3,779 588 69,904 74,271

情報通信工事 128 5,861 10,405 16,396

配電線工事 － 75,835 1,651 77,486

工務関係工事 263 6,002 6,861 13,127

前中間会計期間 
 
 

(自 平成16年４月１日 
 

至 平成16年９月30日) 

計 4,171 88,288 88,822 181,282

屋内線・環境設備工事 5,395 1,302 74,257 80,955

情報通信工事 13 9,028 12,001 21,043

配電線工事 － 80,507 1,684 82,191

工務関係工事 293 6,492 5,138 11,923

当中間会計期間 
 
 

(自 平成17年４月１日 
 

至 平成17年９月30日) 

計 5,702 97,330 93,081 196,114

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

東京電力㈱ ・柏崎刈羽原子力発電所１号一般計測・電気設備定検工事 

学校法人自治医科大学 ・自治医科大学附属病院リニューアル計画本館病棟改修工事 

 (電気設備工事) 

東日本電信電話㈱ ・ＮＴＴさいたま新都心ビル新築電気設備工事 

大成建設㈱ ・秀和綜合病院新築工事(電気設備工事) 

キヤノン光学技術研究所 

03Ａ新築ＪＶ共同企業体 

・キヤノン㈱光学技術研究所2003Ａ第２棟新築電気設備工事 

 

  
当中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

(財)特別区協議会 ・東京区政会館新築工事(電気設備工事) 

(財)日本自動車研究所 ・城里テストセンター移設工事(電気設備工事) 

㈱大林組 ・東雲キャナルコートＣＯＤＡＮ６街区住宅・施設建設工事 

 (電気設備工事) 

戸田建設㈱ ・東海大学伊勢原キャンパスエネルギーセンター新築工事 

 (電気設備工事) 

キヤノン㈱ ・キヤノン㈱取手事業所特高変電所更新工事 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりで

ある。 
 

前中間会計期間 

 東京電力㈱ 88,288百万円 48.7％

 

当中間会計期間 

 東京電力㈱ 97,330百万円 49.6％
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(3) 手持工事高 
平成17年９月30日現在 

官公庁 民間 計 

区分 
 

(百万円) 
東京電力㈱ 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

 
(百万円) 

屋内線・環境設備工事 13,807 1,701 157,980 173,489

情報通信工事 2,082 1,228 7,231 10,542

配電線工事 0 394 32 427

工務関係工事 1,191 11,036 4,665 16,893

計 17,081 14,360 169,910 201,352

(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。 

㈱テーオーシー 

 ・ＴＯＣ有明電気設備工事 

 

 平成18年５月完成予定

ソニー生命保険㈱ 

 ・(仮称)新芝浦開発プロジェクト(電気設備工事) 

 

 平成18年９月完成予定

㈱竹中工務店 

 ・(仮称)東京ミッドタウンプロジェクトＡ棟(電気設備工事) 

 

 平成18年12月完成予定

栃木県 

 ・栃木県庁行政棟(１)新築電気設備工事 

 

 平成19年10月完成予定

阪急電鉄㈱ 

 ・梅田阪急ビル建替工事(電気設備工事)  平成23年３月完成予定
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題に、前

連結会計年度末から重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

なお、当社グループは、引き続き、当連結会計年度の最重要課題である「受注の拡大」と「強固な

収益基盤の確立」を実現し、中長期的な成長・発展を可能とするため、「スピード」と「行動力」を

備えた企業経営を実践し、揺るぎない事業基盤の構築に向けて全力を傾注していく所存である。 

 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

 

 

５ 【研究開発活動】 

 (設備工事業) 

当社は、お客様のニーズに応える「受注・事業領域の拡大に資する技術開発」、現場に密着し

た「コストダウンに資する技術開発」、また環境対策・設備安全を目指した「品質・安全・環境

の確保に資する技術開発」を研究開発の重点課題として取組んでいる。 

当中間連結会計期間における研究開発費は、３億３千５百万円であり、主な研究開発中の課題

は次のとおりである。 

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。 

 

主な研究開発中の課題 

 

「受注・事業領域の拡大に資する技術開発」 

・監視制御オープンシステムの開発 

 ・雷サージ対策工法の検証試験 

 

「コストダウンに資する技術開発」 

 ・重量物運搬車の開発 

 ・架空配電線用連続圧縮機の改良開発 

 

「品質・安全・環境の確保に資する技術開発」 

 ・アスベスト剥離工法の改良研究 

 ・工事用簡易照明の開発 

 

 (電気機器販売業等) 

研究開発活動は特段行われていない。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

提出会社及び国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はない。 

 

(2) 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に取得したものは、次

のとおりである。 

 

(設備工事業) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

内容 
投資額 
(百万円) 

備考 

車両運搬具 156  ㈱関電工 
東京支店他 
(東京都文京区他) 機械装置等 250  

 

(電気機器販売業等)  

会社名 
(所在地) 

内容 
投資額 
(百万円) 

備考 

㈱ケイリース 
(東京都文京区) 

車両運搬具 471 
主に、当社グループに対する賃貸
を目的としたリース用資産 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 820,000,000 

計 820,000,000 

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

 

② 【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株)

(平成17年９月30日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成17年12月27日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 205,288,338 205,288,338 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

－ 

計 205,288,338 205,288,338 － － 

(注) 昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 205,288,338 － 10,264,416 － 6,241,308
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(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 94,753 46.15 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,155 7.86 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,121 4.93 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,175 2.52 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,947 1.92 

関電工従業員持株会 東京都港区芝浦４丁目８番33号 3,780 1.84 

神戸 道雄 (注) 1,600 0.77 

高砂熱学工業株式会社 東京都千代田区神田駿河台４丁目２番８号 1,318 0.64 

ザ・バンク・オブ・ニューヨー
ク・トリーティー・ジャスデッ
ク・アカウント 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行カストディ業務部) 

ONE WALL STREET, NEW YORK, NY 10286, 
U.S.A. 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

1,263 0.61 

エイチエスビーシー・バンク・
ピーエルシー・クライアンツ・
ノンタックス・トリーティ 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

8 CANADA SQUARE, LONDON E14 5HQ, U.K. 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 1,263 0.61 

計 － 139,377 67.89 

(注) 個人株主のため、住所の記載を控えている。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

 普通株式      474,000
－ － 

完全議決権株式(その他)   普通株式  202,937,000 202,937 － 

単元未満株式   普通株式    1,877,338 －
１単元(1,000株)未満 
の株式 

発行済株式総数 205,288,338 － － 

総株主の議決権 － 202,931 － 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権の数６個)含ま

れている。 

２ 「総株主の議決権」の欄は、証券保管振替機構名義の議決権の数６個を除いている。 

 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％) 

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 474,000 － 474,000 0.23 

計 － 474,000 － 474,000 0.23 

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 703 703 686 717 756 830 

最低(円) 660 626 636 666 687 681 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

 



 

― 15 ― 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおり

である。 

(1) 新任役員 

該当事項なし。 

 

(2) 退任役員 

該当事項なし。 

 

(3) 役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 

(代表取締役) 

環境設備本部長 

[業務全般] 

取締役副社長

(代表取締役)

－ 中川 康彦 平成17年７月１日

取締役副社長 

(代表取締役) 

[業務全般、 

品質安全管理部、 

営業担当] 

取締役副社長

(代表取締役)

－ 内田  健 〃 

取締役副社長 

(代表取締役) 

技術開発本部長 

[業務全般、 

 配電部、工務部、 

 原子力部、 

 電力総括部、 

 営業担当] 

取締役副社長

(代表取締役)

－ 岩科 季治 〃 

取締役副社長 

(代表取締役) 

営業統轄本部長 

東日本担当 

[業務全般] 

取締役副社長

(代表取締役)

－ 石塚 昌昭 〃 

常務取締役 人材育成本部長 

[秘書部、労務部、 

 営業担当] 

常務取締役 － 秋元  稔 〃 

常務取締役 関西支店長 常務取締役 － 中島 一典 〃 

常務取締役 営業戦略本部長 兼 

営業統轄本部 

中部・西日本担当 

常務取締役 － 内河 幸男 〃 

常務取締役 [業務監理部、 

 経理部、 

 業務システム部、 

 営業担当] 

常務取締役 － 佐々木 宏 〃 

常務取締役 事業開発本部長 兼 

環境設備本部 

副本部長 

[資材部、営業担当] 

常務取締役 － 西田  眞 〃 
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新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 情報通信システム本

部長 兼 

営業統轄本部 

副本部長 技術担当 

[国際事業部] 

常務取締役 － 河上 邦雄 平成17年７月１日

常務取締役 営業統轄本部 

営業本部長 

首都圏担当 兼 

環境設備本部 

副本部長 

常務取締役 － 栂野 紘次 〃 

常務取締役 東京支店長 常務取締役 － 横山 邦樹 〃 

常務取締役 事業開発本部 

副本部長 

[企画部、総務部、 

 営業担当] 

常務取締役 － 水江  博 〃 

常務取締役 千葉支店長 常務取締役 － 石井 敏男 〃 

取締役 営業統轄本部 

副本部長 兼 

営業戦略本部 

副本部長 

取締役 － 櫻井 友彦 〃 

取締役 営業統轄本部 

営業総括部長 兼 

営業戦略本部 

副本部長 

取締役 － 神田 裕弘 〃 

取締役 営業統轄本部 

副本部長 兼 

技術開発本部 

副本部長 兼 

事業開発本部 

副本部長 

取締役 － 富岡 克昭 〃 

取締役 営業統轄本部 

工事本部長 兼 

技術開発本部 

副本部長 

取締役 － 原田 宗士 〃 

取締役 経理部長 

[営業担当] 

取締役 － 相馬 晋吾 〃 

取締役 栃木支店長 取締役 － 阿部 秀人 〃 

取締役 営業統轄本部 

副本部長 兼 

営業第二部長 

取締役 － 長谷川 努 〃 

取締役 企画部長 

[営業担当] 

取締役 － 三澤 八郎 〃 
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新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 

(代表取締役) 

技術開発本部長 

[業務全般、 

 コンプライアンス 

 推進室、 

 配電部、工務部、 

 原子力部、 

 電力総括部、 

 営業担当] 

取締役副社長

(代表取締役)

技術開発本部長 

[業務全般、 

 配電部、工務部、 

 原子力部、 

 電力総括部、 

 営業担当] 

岩科 季治 平成17年10月１日

常務取締役 営業戦略本部長 兼 

営業統轄本部 

中部・西日本担当 

[グループ営業推進 

 室] 

常務取締役 営業戦略本部長 兼

営業統轄本部 

中部・西日本担当 

内河 幸男 〃 

常務取締役 [経理部、 

 業務システム部、 

 営業担当] 

常務取締役 [業務監理部、 

 経理部、 

 業務システム部、 

 営業担当] 

佐々木 宏 〃 

常務取締役 事業開発本部 

副本部長 

[業務革新推進室、 

 企画部、総務部、 

 営業担当] 

常務取締役 事業開発本部 

副本部長 

[企画部、総務部、 

 営業担当] 

水江  博 〃 

(注) ［ ］内は業務分担を表している。 
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第５ 【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行

規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内

閣府令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結

財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、井上監査法人により中間監査を

受けている。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金   38,125 37,457  40,125

２ 受取手形・完成 
  工事未収入金等 

  54,416 55,291  79,628

３ 有価証券   1,999 7,931  4,499

４ 未成工事支出金   70,320 53,263  54,019

５ その他 
  たな卸資産 

  7,056 7,300  6,044

６ その他   7,161 14,541  17,529

  貸倒引当金   △888 △1,074  △1,083

流動資産合計   178,191 52.3 174,710 53.2  200,763 57.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物・構築物 ※６ 26,679 26,046 27,378 

(2) 土地  57,449 57,371 57,307 

(3) その他  9,453 93,583 8,532 91,949 9,033 93,719

２ 無形固定資産   2,172 1,873  2,043

３ 投資その他 
  の資産 

   

(1) 投資有価証券 ※２ 37,532 46,418 38,384 

(2) 繰延税金資産  25,946 11,599 13,321 

(3) その他  8,361 7,111 7,114 

  貸倒引当金  △5,214 66,625 △5,508 59,620 △5,511 53,308

固定資産合計   162,381 47.7 153,444 46.8  149,070 42.6

資産合計   340,573 100 328,155 100  349,834 100 
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前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形・ 
  工事未払金等 

  55,641 52,463  74,256

２ 短期借入金   9,844 9,231  8,460

３ 未成工事受入金   41,343 26,908  29,553

４ 完成工事 
  補償引当金 

  402 438  422

５ その他   14,261 13,486  15,832

流動負債合計   121,493 35.7 102,527 31.2  128,525 36.7

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   725 625  625

２ 退職給付引当金   43,799 43,414  43,839

３ 役員退職慰労 
  引当金 

  1,235 1,146  1,438

４ その他   1,901 2,164  2,143

固定負債合計   47,661 14.0 47,351 14.4  48,047 13.7

負債合計   169,155 49.7 149,879 45.6  176,572 50.5

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   1,508 0.4 1,558 0.5  1,559 0.4

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,264 3.0 10,264 3.1  10,264 2.9

Ⅱ 資本剰余金   6,242 1.8 6,422 2.0  6,422 1.8

Ⅲ 利益剰余金   142,215 41.8 145,736 44.4  143,218 40.9

Ⅳ 土地再評価差額金   1,255 0.4 1,161 0.4  1,161 0.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  10,094 3.0 13,354 4.1  10,830 3.1

Ⅵ 為替換算調整勘定   6 0.0 － －  － －

Ⅶ 自己株式   △169 △0.0 △222 △0.1  △194 △0.1

資本合計   169,910 49.9 176,716 53.9  171,702 49.1

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

  340,573 100 328,155 100  349,834 100 
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② 【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高   186,426 100 200,672 100  430,906 100 

Ⅱ 完成工事原価   169,096 90.7 183,448 91.4  397,638 92.3

完成工事総利益   17,329 9.3 17,223 8.6  33,267 7.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１  11,974 6.4 11,532 5.7  23,158 5.4

営業利益   5,355 2.9 5,690 2.8  10,109 2.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  40 40 80 

２ 受取配当金  263 300 396 

３ 賃貸料  46 57 104 

４ その他  317 667 0.4 129 527 0.3 397 979 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  55 45 108 

２ 持分法による 
  投資損失 

 69 57 23 

３ その他  122 246 0.1 126 229 0.1 256 388 0.1

経常利益   5,776 3.1 5,988 3.0  10,700 2.5

Ⅵ 特別利益    

１ 前期損益修正益 ※２ 138 95 194 

２ 固定資産売却益 ※３ 39 2 － 

３ その他特別利益 ※４ 2,801 2,979 1.6 144 243 0.1 3,413 3,608 0.8

Ⅶ 特別損失    

１ その他特別損失 ※５ 1,280 1,280 0.7 81 81 0.0 2,645 2,645 0.6

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

  7,475 4.0 6,151 3.1  11,663 2.7

    
法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 3,536 2,503 818 

法人税等調整額 ※６ － 3,536 1.9 － 2,503 1.2 4,428 5,247 1.2

少数株主利益   52 0.0 － －  192 0.0

少数株主損失   － － 0 0.0  － －

中間(当期)純利益   3,886 2.1 3,648 1.8  6,222 1.4
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,241 6,422  6,241

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １ 自己株式処分差益  1 1 0 0 180 180

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 6,242 6,422  6,422

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  139,082 143,218  139,082

Ⅱ 利益剰余金増加高    

 １ 中間(当期)純利益  3,886 3,648  6,222 

 ２ 土地再評価差額金取崩額  211 －  305 

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   増加高 

 2,015 －  2,015 

 ４ 持分法適用会社増加に 
   伴う増加高 

 54 －  54 

 ５ 連結子会社による非連結 
   子会社の合併に伴う 
   増加高 

 － 6,169 44 3,692 － 8,598

Ⅲ 利益剰余金減少高    

 １ 株主配当金  1,019 1,024  2,446 

 ２ 役員賞与金  － 150  － 

 ３ 持分法適用会社減少に 
   伴う減少高 

 2,015 3,035 － 1,174 2,015 4,462

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 142,215 145,736  143,218
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 7,475 6,151 11,663

減価償却費  3,006 2,742 6,165

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 1,840 △12 2,332

退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

 △56 △424 △16

受取利息及び受取配当金  △304 △340 △477

支払利息  55 45 108

投資有価証券評価損  1 70 34

投資有価証券売却損益 
（益：△） 

 △2,761 △135 △3,221

持分法による投資損益 
（益：△） 

 69 57 23

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 27,823 24,335 2,911

未成工事支出金の増減額 
（増加：△） 

 △5,109 758 11,188

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 △1,308 △1,256 △296

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △19,228 △21,809 △613

未成工事受入金の増減額 
（減少：△） 

 1,044 △2,644 △10,745

その他  564 421 1,374

小計  13,112 7,958 20,432

利息及び配当金の受取額  305 339 478

利息の支払額  △55 △45 △108

法人税等の支払額  △356 △880 △509

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 13,006 7,372 20,292
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期性預金の純増減額 
（増加：△） 

 △20 △50 698

有価証券の取得による支出  － △6,938 △2,000

有価証券の売却による収入  － 1,006 －

有形固定資産の取得 
による支出 

 △1,976 △2,846 △3,841

有形固定資産の売却 
による収入 

 455 45 1,037

投資有価証券の取得 
による支出 

 △646 △4,046 △204

投資有価証券の売却 
による収入 

 3,421 140 4,127

貸付けによる支出  △10 △3 △25

貸付金の回収による収入  14 4 37

その他  257 241 235

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,496 △12,445 65

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
（減少：△） 

 272 670 △1,011

長期借入れによる収入  200 200 200

長期借入金の返済による 
支出 

 △705 △100 △905

配当金の支払額  △1,019 △1,024 △2,446

その他  △18 △33 261

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,271 △286 △3,902

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 15 11 8

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

 13,246 △5,348 16,464

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 23,770 41,867 23,770

Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

 1,632 － 1,632

Ⅷ 連結子会社による非連結子会 
  社の合併に伴う現金及び現金 
  同等物の増加額 

 － 130 －

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 38,649 36,649 41,867
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に 

  関する事項 

連結子会社数  17社 

連結子会社名 

 関工不動産管理㈱ 

 関工第一企業㈱ 

 関工商事㈱ 

 関工メンテナンスサービ
ス㈱ 

 ㈱ベイテクノ 

 東京工事警備㈱ 

 関工興業㈱ 

 ㈱神奈川ケイテクノ 

 ㈱千葉ケイテクノ 

 ㈱埼玉ケイテクノ 

 ㈱茨城ケイテクノ 

 ㈱栃木ケイテクノ 

 ㈱群馬ケイテクノ 

 ㈱山梨ケイテクノ 

 ㈱静岡ケイテクノ 

 ㈱ネットセーブ 

 ㈱トライクリエイト 

 なお、関工メンテナンス

サービス㈱以下14社につい

ては、連結業績の透明性を

より高めるために重要性を

考慮して、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含め

ることとした。 

 

連結子会社数  17社 

連結子会社名 

 関工不動産管理㈱ 

 関工第一企業㈱ 

 関工商事㈱ 

 関工メンテナンスサービ
ス㈱ 

 ㈱ベイテクノ 

 東京工事警備㈱ 

 ㈱ケイリース 

 ㈱神奈川ケイテクノ 

 ㈱千葉ケイテクノ 

 ㈱埼玉ケイテクノ 

 ㈱茨城ケイテクノ 

 ㈱栃木ケイテクノ 

 ㈱群馬ケイテクノ 

 ㈱山梨ケイテクノ 

 ㈱静岡ケイテクノ 

 ㈱ネットセーブ 

 ㈱トライクリエイト 

 なお、㈱静岡ケイテクノ

は非連結子会社の㈱関工配

電を吸収合併した。 

 また、㈱ケイリースは、

平成17年７月１日付で関工

興業㈱から社名を変更し

た。 

連結子会社数  17社 

連結子会社名 

 関工不動産管理㈱ 

 関工第一企業㈱ 

 関工商事㈱ 

 関工メンテナンスサービ
ス㈱ 

 ㈱ベイテクノ 

 東京工事警備㈱ 

 関工興業㈱ 

 ㈱神奈川ケイテクノ 

 ㈱千葉ケイテクノ 

 ㈱埼玉ケイテクノ 

 ㈱茨城ケイテクノ 

 ㈱栃木ケイテクノ 

 ㈱群馬ケイテクノ 

 ㈱山梨ケイテクノ 

 ㈱静岡ケイテクノ 

 ㈱ネットセーブ 

 ㈱トライクリエイト 

 なお、関工メンテナンス

サービス㈱以下14社につい

ては、連結業績の透明性を

より高めるために重要性を

考慮して、当連結会計年度

より連結の範囲に含めるこ

ととした。 

 非連結子会社数  ２社 

非連結子会社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

 ㈱関工配電 

 

非連結子会社数  １社 

非連結子会社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

非連結子会社数  ２社 

非連結子会社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

 ㈱関工配電 

 （連結の範囲から除いた理 

由） 

  非連結子会社は、いず

れも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、い

ずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

いない。 

 

（連結の範囲から除いた理 

由） 

  非連結子会社は小規模

会社であり、総資産、売

上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていない。 

 

（連結の範囲から除いた理 

由） 

  非連結子会社は、いず

れも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

い。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に

関する事項 

持分法適用の関連会社数 

３社 

持分法適用の関連会社数 

２社 

持分法適用の関連会社数 

２社 

 持分法適用の関連会社名 

 マリーナレジデンシャル
ホテル開発㈱ 

 阪急電気工事㈱ 

 ㈱ＴＬＣ 

 なお、マリーナレジデン

シャルホテル開発㈱、阪急

電気工事㈱については、連

結業績の透明性をより高め

るため、㈱ＴＬＣについて

は株式取得により関連会社

に該当することとなったた

め、重要性を考慮して、当

中間連結会計期間より持分

法の適用範囲に含めること

とした。 

 

持分法適用の関連会社名 

 阪急電気工事㈱ 

 ㈱ＴＬＣ 

持分法適用の関連会社名 

 阪急電気工事㈱ 

 ㈱ＴＬＣ 

 なお、阪急電気工事㈱に

ついては、連結業績の透明

性をより高めるため、㈱Ｔ

ＬＣについては、株式取得

により関連会社に該当する

こととなったため、重要性

を考慮して、当連結会計年

度より持分法の適用範囲に

含めることとした。 

 また、マリーナレジデン

シャルホテル開発㈱につい

ては、当連結会計年度から

持分法の適用範囲に含めた

が、株式売却により関連会

社に該当しなくなったた

め、当連結会計年度末にお

いて、持分法の適用範囲か

ら除外した。 

 

 持分法非適用の非連結子会

社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

 ㈱関工配電 

持分法非適用の主要な非連

結子会社名及び関連会社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

持分法非適用の主要な非連

結子会社名及び関連会社名 

 カンデンコウ エンジニ
アリング(マレーシア)㈱ 

 ㈱関工配電 

 

 

 

持分法非適用の主要な関連

会社名 

 関工電設工業㈱ 

 

  

 （持分法の適用範囲から除 

いた理由） 

  持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社は、

中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がない。 

 

（持分法の適用範囲から除 

いた理由） 

同左 

（持分法の適用範囲から除 

いた理由） 

  持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社は、

当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要

性がない。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の 

  中間決算日(決

算日)等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結財務諸表提出

会社と同一である。 

同左  連結子会社の決算日は、

連結財務諸表提出会社と同

一である。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

   

 (1) 重要な資産の

評価基準及び

評価方法 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

 ②その他有価証券 

 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は移動平

均法により算定し、全

部資本直入法により処

理) 

②その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

 時価のあるもの 

   連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は移動平均

法により算定し、全部

資本直入法により処

理) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 たな卸資産 

①未成工事支出金 

  個別法による原価法 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

 ②その他たな卸資産 

  移動平均法による原価

法 

 

②その他たな卸資産 

同左 

②その他たな卸資産 

同左 

 

 (2) 重要な減価償

却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

 主に定率法によってい

る。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

 ただし、建物の一部は耐

用年数30年超のものを30年

としている。 

 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。 

 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金

の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

費用に充てるため、当中間

連結会計期間末に至る１年

間の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて

計上している。 

 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

費用に充てるため、当連結

会計年度の完成工事高に対

する将来の見積補償額に基

づいて計上している。 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差

異は、５年間で償却してい

る。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定率法により、

発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしてい

る。 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

 なお、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法に

より費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定率法により、

発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしてい

る。 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上している。 

 なお、会計基準変更時差

異は、５年間で償却してい

る。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定率法により、

発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしてい

る。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (会計処理の変更) 

 当社は、数理計算上の差

異について、従来、定額法

(５年)により費用処理して

いたが、年金資産の運用環

境悪化や退職給付債務の計

算における割引率の変更等

により多額に発生している

未認識数理計算上の差異

(15,477百万円)を早期に償

却し、財務の健全化を図る

ため、当中間連結会計期間

から定率法(５年)に変更し

た。 

 この変更により、従来の

方法と比較して、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が363百万

円減少している。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は当該箇所に記

載している。 

 (追加情報) 

 当社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につい

て、平成16年１月31日付で

厚生労働大臣から過去分返

上の認可を受け、平成16年

６月28日に国に返還額(最

低責任準備金)の納付を行

った。 

 なお、過去分返上認可に

より修正された退職給付債

務(返還相当額)と実際返還

額との差異が当中間連結会

計期間の損益に与えている

影響は軽微である。 

  (会計処理の変更) 

 当社は、数理計算上の差

異について、従来、定額法

(５年)により費用処理して

いたが、年金資産の運用環

境悪化や退職給付債務の計

算における割引率の変更等

により多額に発生している

未認識数理計算上の差異

(15,477百万円)を早期に償

却し、財務の健全化を図る

ため、当連結会計年度から

定率法(５年)に変更した。 

 この変更により、従来の

方法と比較して、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が810百万

円減少している。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は当該箇所に記

載している。 

 

 (追加情報) 

 当社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につい

て、平成16年１月31日付で

厚生労働大臣から過去分返

上の認可を受け、平成16年

６月28日に国に返還額(最

低責任準備金)の納付を行

った。 

 なお、過去分返上認可に

より修正された退職給付債

務(返還相当額)と実際返還

額との差異が当連結会計年

度の損益に与えている影響

は軽微である。 

 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

している。 

 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

いる。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 重要なリース

取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

 

同左 同左 

 (5) その他中間連

結 財 務 諸 表

(連結財務諸

表)作成のた

めの基本とな

る重要な事項 

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によってい

る。 

 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理は、

税抜方式によっている。 

 

完成工事高の計上基準 

同左 

 

 

消費税等の会計処理 

同左 

完成工事高の計上基準 

同左 

 

 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャ

ッシュ・フロー

計算書)におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。 

 

同左 同左 

 

会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用している。 

 なお、これによる影響はない。 

――――― 
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表示方法の変更 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

売却損益」は、前中間連結会計期間において営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示して

いたが、重要性が増加したため区分掲記した。 

なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている金額は０百万円

である。 

――――― 

 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、91,287百万円である。 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、93,071百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、91,977百万円である。 

※２ 当社は、出資会社の借入金に

対して投資有価証券12百万円

を担保に供している。 

※２ 当社は、出資会社の借入金に

対して、同社株式12百万円を

担保に供している。 

※２ 当社は、出資会社の借入金に

対して、同社株式12百万円を担

保に供している。 

   

 ３ 偶発債務 

   当社は、下記のとおり銀行借

入に対し、保証を行っている。 

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

1,825 

 
 

 ３ 偶発債務 

   当社は、下記のとおり銀行借

入に対し、保証を行っている。

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

2,081

 

 ３ 偶発債務 

   当社は、下記のとおり銀行借

入に対し、保証を行っている。

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

1,993

 

――――― ―――――  ４ 受取手形裏書譲渡高の金額

は、33百万円である。 

 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引金融機

関とコミットメントライン契約

を締結している。この契約に基

づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高等は次のとおりで

ある。 

コミットメント 
ラインの総額 

20,000 百万円

借入実行残高 －  

差引額 20,000 〃 
 
 

――――― ――――― 

――――― ※６ 直接減額方式による圧縮記帳

額は、建物250百万円である。 

――――― 
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(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

従業員給料手当 5,120百万円

退職給付費用 556 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

195 〃 

貸倒引当金 
繰入額 

751 〃 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

従業員給料手当 5,141百万円

退職給付費用 485 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

177 〃 

事務用品費 1,156 〃 

貸倒引当金 
繰入額 

156 〃 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

従業員給料手当 10,183百万円

退職給付費用 1,112 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

399 〃 

事務用品費 2,368 〃 

貸倒引当金 
繰入額 

947 〃 

 
   

※２ 前期損益修正益の主なもの

は、貸倒引当金戻入額104百万

円である。 

 

※２ 前期損益修正益は、貸倒引当

金戻入額である。 

※２ 前期損益修正益の主なもの

は、貸倒引当金戻入額167百万

円である。 

※３ 固定資産売却益の主なもの

は、土地売却益30百万円であ

る。 

 

――――― ――――― 

※４ その他特別利益の主なもの

は、投資有価証券売却益2,773

百万円である。 

 

※４ その他特別利益の主なもの

は、投資有価証券売却益135百

万円である。 

 

※４ その他特別利益の主なもの

は、投資有価証券売却益3,278

百万円である。 

※５ その他特別損失の主なもの

は、貸倒引当金繰入額1,198百

万円である。 

※５ その他特別損失の主なもの

は、投資有価証券評価損70百万

円である。 

※５ その他特別損失の主なもの

は、貸倒引当金繰入額2,206百

万円である。 

 

※６ 法人税等の表示方法 

   当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法に

より計算しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示してい

る。 

※６ 法人税等の表示方法 

同左 

――――― 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金預金勘定 38,125百万円

預入期間が３か月を 
超える定期性預金 

△1,475 〃 

取得日から３か月 
以内に償還期限の 
到来する短期投資 
(有価証券) 

1,999 〃 

現金及び現金同等物 38,649 〃 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在)

現金預金勘定 37,457百万円

預入期間が３か月を
超える定期性預金 

△807 〃 

現金及び現金同等物 36,649 〃 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金預金勘定 40,125百万円

預入期間が３か月を 
超える定期性預金 

△757 〃 

取得日から３か月 
以内に償還期限の 
到来する短期投資 
(有価証券) 

2,499 〃 

現金及び現金同等物 41,867 〃 
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 

2,685 1,286 1,398 

合計 2,685 1,286 1,398 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 
 

 (2)未経過リース料中間期末残高 

     相当額 

１年内 558百万円

１年超 839 〃 

 合計 1,398 〃 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 
 

 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 318百万円 

減価償却費相当額 318 〃 
 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 
 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

有形固定資産
「その他」

2,561 1,337 1,223

合計 2,561 1,337 1,223

 

 

 

 

 
 
 (2)未経過リース料中間期末残高 

     相当額 

１年内 512百万円

１年超 710 〃 

 合計 1,223 〃 

 

 

 

 

 

 
 

 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 296百万円

減価償却費相当額 296 〃 
 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 
 
(注)１ 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

  ２ 減損損失がないため、項目

等の記載は省略している。 
 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 

 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

 
(百万円)

有形固定資産
「その他」 

2,717 1,353 1,364

合計 2,717 1,353 1,364

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 
 
 (2)未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 557百万円

１年超 806 〃 

 合計 1,364 〃 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 
 
 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 632百万円

減価償却費相当額 632 〃 
 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 ―
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
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前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  (1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

 
取得価額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 

2,514 1,191 1,323 

合計 2,514 1,191 1,323 

 

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  (1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高 

 
取得価額
 
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

有形固定資産
「その他」

1,326 753 572

合計 1,326 753 572

 

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  (1)リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高 

 
取得価額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円)

期末残高
 
(百万円)

有形固定資産
「その他」 

1,310 712 597

合計 1,310 712 597

 
 

(2)未経過リース料中間期末残高 

   相当額 

１年内 551百万円

１年超 815 〃 

 合計 1,366 〃 
 

 

(2)未経過リース料中間期末残高 

   相当額 

１年内 266百万円

１年超 365 〃 

 合計 631 〃 
 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 266百万円

１年超 387 〃 

 合計 654 〃 
 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定

している。 

 

 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占

める割合が低いため、受取利子

込み法により算定している。 

 

(3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 295百万円

減価償却費 235 〃 
 

(3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 143百万円

減価償却費 113 〃 
 

(3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 308百万円

減価償却費 244 〃 
 

 (注)１ 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が営

業債権の中間期末残高等に

占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ている。 

  ２ 減損損失がないため、項目

等の記載は省略している。 

 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 ―
 

 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
 

 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
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(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 

 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 国債・地方債等 － － －

(2) 社債 － － －

(3) その他 1,999 1,999 0

合計 1,999 1,999 0
 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 10,944 27,929 16,985

(2) 債券 － － －

(3) その他 2 2 0

合計 10,946 27,931 16,985
 
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,692百万円 

変動利付ユーロ円債 3,280 〃 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 

 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 国債・地方債等 430 430 0

(2) 社債 7,501 7,499 △1

(3) その他 － － －

合計 7,931 7,930 △1
 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 14,268 36,748 22,479

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

合計 14,268 36,748 22,479
 
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
その他有価証券 

非上場株式 5,618百万円 

変動利付ユーロ円債 3,280 〃 
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Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 国債・地方債等 － － －

(2) 社債 2,000 1,999 △0

(3) その他 2,499 2,499 △0

合計 4,499 4,499 △0
 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 10,264 28,494 18,229

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

合計 10,264 28,494 18,229
 
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
その他有価証券 

非上場株式 5,665百万円 

変動利付ユーロ円債 3,280 〃 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項な

し。 

同左 同左 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 
設備工事業 

(百万円) 

電気機器 
販売業等 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 183,701 2,724 186,426 － 186,426

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

19 10,083 10,103 (10,103) －

計 183,721 12,808 196,530 (10,103) 186,426

営業費用 178,701 12,535 191,237 (10,165) 181,071

営業利益 5,020 272 5,292 62 5,355

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
 

 
設備工事業 

(百万円) 

電気機器 
販売業等 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 198,946 1,726 200,672 － 200,672

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

63 11,562 11,625 (11,625) －

計 199,009 13,288 212,298 (11,625) 200,672

営業費用 193,610 12,996 206,606 (11,624) 194,981

営業利益 5,399 292 5,691 (0) 5,690

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
 

 
設備工事業 

(百万円) 

電気機器 
販売業等 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 425,535 5,370 430,906 － 430,906

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

131 23,781 23,913 (23,913) －

計 425,667 29,152 454,820 (23,913) 430,906

営業費用 415,614 29,231 444,846 (24,048) 420,797

営業利益又は営業損失（△） 10,052 △78 9,974 135 10,109
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(注)１ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2) 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事業   ：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業 

電気機器販売業等：電気機械、器具の販売及びその他の事業 

２ 追加情報 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関す

る事項(3)重要な引当金の計上基準」に記載のとおり、当社は、数理計算上の差異につい

て、従来、定額法(５年)により費用処理していたが、当中間連結会計期間から定率法(５

年)に変更した。 

  この結果、「設備工事業」の営業利益が363百万円減少しているが、「電気機器販売業

等」の営業利益には影響がない。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事

項(3)重要な引当金の計上基準」に記載のとおり、当社は、数理計算上の差異について、

従来、定額法(５年)により費用処理していたが、当連結会計年度から定率法(５年)に変更

した。 

  この結果、「設備工事業」の営業利益が810百万円減少しているが、「電気機器販売業

等」の営業損失には影響がない。 

 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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(１株当たり情報) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 831.44円
 

１株当たり純資産額 862.82円
 

１株当たり純資産額 837.44円
 

１株当たり中間純利益金額 19.02円

 

１株当たり中間純利益金額 17.81円

 

１株当たり当期純利益金額 29.70円

 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前中間連結会計期間 

 (自 平成16年４月１日
  至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
 (自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
 (自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 3,886 3,648 6,222 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 150 

（うち利益処分による 
役員賞与金） 

(百万円) － － 150 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 3,886 3,648 6,072 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 204,368 204,832 204,481 

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

(2) 【その他】 

該当事項なし。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金  31,897 30,504 34,606 

２ 受取手形  11,217 9,809 12,585 

３ 完成工事 
  未収入金 

 41,059 43,948 64,203 

４ 有価証券  1,999 7,931 4,499 

５ 未成工事支出金  69,539 52,785 53,399 

６ 材料貯蔵品  4,471 4,812 4,229 

７ その他 ※４ 6,595 13,757 16,597 

  貸倒引当金  △709 △773 △843 

流動資産合計   166,071 51.4 162,775 52.5  189,278 56.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※６ 23,293 22,819 24,045 

(2) 土地  56,605 56,434 56,432 

(3) その他  8,442 6,871 7,390 

 有形固定資産計  88,341 86,125 87,868 

２ 無形固定資産  2,080 1,846 2,013 

３ 投資その他 
  の資産 

   

(1) 投資有価証券 ※２ 38,674 47,968 39,795 

(2) 繰延税金資産  24,482 9,959 11,671 

(3) その他  8,078 6,880 6,958 

  貸倒引当金  △4,749 △5,216 △5,205 

 投資その他 
 の資産計 

 66,486 59,591 53,219 

固定資産合計   156,908 48.6 147,563 47.5  143,101 43.1

資産合計   322,980 100 310,338 100  332,380 100 
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  11,877 5,287 14,009 

２ 工事未払金  41,993 45,634 59,798 

３ 短期借入金  5,600 5,700 5,800 

４ 未払法人税等  3,554 2,311 532 

５ 未成工事受入金  40,758 26,523 28,944 

６ 完成工事 
  補償引当金 

 399 433 418 

７ その他  9,429 9,227 11,719 

流動負債合計   113,612 35.2 95,116 30.6  121,223 36.5

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  300 400 300 

２ 退職給付引当金  42,856 42,396 42,835 

３ 役員退職慰労 
  引当金 

 1,122 1,052 1,300 

４ その他  1,002 995 996 

固定負債合計   45,281 14.0 44,843 14.4  45,433 13.7

負債合計   158,894 49.2 139,959 45.1  166,656 50.1

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,264 3.2 10,264 3.3  10,264 3.1

Ⅱ 資本剰余金    

 １ 資本準備金  6,241 6,241 6,241 

 ２ その他 
   資本剰余金 

 0 1 1 

  資本剰余金合計   6,241 1.9 6,243 2.0  6,242 1.9

Ⅲ 利益剰余金    

１ 任意積立金  129,709 133,759 129,709 

２ 中間(当期) 
  未処分利益 

 6,688 5,855 7,737 

  利益剰余金合計   136,397 42.2 139,614 45.0  137,447 41.4

Ⅳ 土地再評価差額金   1,255 0.4 1,161 0.4  1,161 0.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  10,077 3.1 13,317 4.3  10,802 3.3

Ⅵ 自己株式   △150 △0.0 △222 △0.1  △194 △0.1

資本合計   164,086 50.8 170,378 54.9  165,723 49.9

負債資本合計   322,980 100 310,338 100  332,380 100 
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② 【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

金額 
(百万円) 

百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高   181,282 100 196,114 100  418,631 100 

Ⅱ 完成工事原価   165,044 91.0 179,935 91.8  386,639 92.4

完成工事総利益   16,238 9.0 16,178 8.2  31,992 7.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

  11,790 6.5 11,298 5.8  22,722 5.4

営業利益   4,447 2.5 4,879 2.5  9,269 2.2

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  3 5 7 

２ 賃貸料  175 185 362 

３ その他  595 775 0.4 443 634 0.3 821 1,190 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息割引料  24 24 51 

２ その他  129 154 0.1 124 149 0.1 276 328 0.1

経常利益   5,068 2.8 5,364 2.7  10,132 2.4

Ⅵ 特別利益 ※１  2,941 1.6 240 0.1  3,359 0.8

Ⅶ 特別損失 ※２  1,197 0.7 76 0.0  2,608 0.6

税引前中間 
(当期)純利益 

  6,812 3.8 5,527 2.8  10,882 2.6

法人税、住民税 
及び事業税 

※３ 3,278 2,186 186 

法人税等調整額 ※３ － 3,278 1.8 － 2,186 1.1 4,771 4,957 1.2

中間(当期) 
純利益 

  3,534 1.9 3,341 1.7  5,925 1.4

前期繰越利益   2,941 2,513  2,941

中間配当額   － －  1,434

土地再評価 
差額金取崩額 

  211 －  305

中間(当期) 
未処分利益 

  6,688 5,855  7,737
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準 

  及び評価方法 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

 ②子会社株式及び関連会社

株式 

  移動平均法による原価

法 

②子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

②子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

 ③その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は移動平均

法により算定し、全部

資本直入法により処

理) 

③その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

③その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は移動平均法によ

り算定し、全部資本直

入法により処理) 

  時価のないもの 

  移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

    
 たな卸資産 

①未成工事支出金 

  個別法による原価法 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

 ②材料貯蔵品 

  移動平均法による原価

法 

②材料貯蔵品 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の 

  減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

 ただし、建物の一部は耐

用年数30年超のものを30年

としている。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

    
 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３ 引当金の 

  計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

費用に充てるため、当中間

会計期間末に至る１年間の

完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上

している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保

費用に充てるため、当事業

年度の完成工事高に対する

将来の見積補償額に基づい

て計上している。 

    
 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

 なお、会計基準変更時差

異は、５年間で償却してい

る。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる定率法により、発生の

翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

 

 (会計処理の変更) 

 数理計算上の差異は、従

来、定額法(５年)により費

用処理していたが、年金資

産の運用環境悪化や退職給

付債務の計算における割引

率の変更等により多額に発

生している未認識数理計算

上の差異(15,477百万円)を

早期に償却し、財務の健全

化を図るため、当中間会計

期間から定率法(５年)に変

更した。 

 この変更により、従来の

方法と比較して、営業利

益、経常利益及び税引前中

間純利益が363百万円減少

している。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

 なお、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法に

より費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる定率法により、発生の

翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

 

 

 

 

  

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

している。 

 なお、会計基準変更時差

異は、５年間で償却してい

る。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる定率法により、発生の

翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

 

 

 

 (会計処理の変更) 

 数理計算上の差異は、従

来、定額法(５年)により費

用処理していたが、年金資

産の運用環境悪化や退職給

付債務の計算における割引

率の変更等により多額に発

生している未認識数理計算

上の差異(15,477百万円)を

早期に償却し、財務の健全

化を図るため、当事業年度

から定率法(５年)に変更し

た。 

 この変更により、従来の

方法と比較して、営業利

益、経常利益及び税引前当

期純利益が810百万円減少

している。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 

 (追加情報) 

 確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16

年１月31日付で厚生労働大

臣から過去分返上の認可を

受け、平成16年６月28日に

国に返還額(最低責任準備

金)の納付を行った。 

 なお、過去分返上認可に

より修正された退職給付債

務(返還相当額)と実際返還

額との差額が当中間会計期

間の損益に与えている影響

は軽微である。 

  (追加情報) 

 確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16

年１月31日付で厚生労働大

臣から過去分返上の認可を

受け、平成16年６月28日に

国に返還額(最低責任準備

金)の納付を行った。 

 なお、過去分返上認可に

より修正された退職給付債

務(返還相当額)と実際返還

額との差額が当事業年度の

損益に与えている影響は軽

微である。 
    

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

している。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

いる。 

４ リース取引の 

  処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によってい

る。 

完成工事高の計上基準 

同左 

完成工事高の計上基準 

同左 

   

５ その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項 
消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理は、

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用している。 

 なお、これによる影響はない。 

――――― 

 

 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、80,410百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、81,912百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、81,069百万円である。 
   
※２ 出資会社の借入金に対して投

資有価証券12百万円を担保に供

している。 

※２ 出資会社の借入金に対して、

同社株式12百万円を担保に供し

ている。 

※２ 出資会社の借入金に対して、

同社株式12百万円を担保に供し

ている。 
   
 ３ 偶発債務 

   下記のとおり銀行借入に対

し、保証を行っている。 

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

1,825 

  

 ３ 偶発債務 

   下記のとおり銀行借入に対

し、保証を行っている。 

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

2,081

 

 ３ 偶発債務 

   下記のとおり銀行借入に対

し、保証を行っている。 

保証先 
保証額 
(百万円) 

従業員 
(住宅資金) 

1,993

 

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

る。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 

   
 ５ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関とコミ

ットメントライン契約を締結し

ている。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

等は次のとおりである。 

コミットメント 
ラインの総額 

20,000 百万円

借入実行残高 －  

差引額 20,000 〃 
 

――――― ――――― 

   
――――― ※６ 直接減額方式による圧縮記帳

額は、建物250百万円である。 

――――― 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別利益の主なものは、投資

有価証券売却益2,773百万円で

ある。 

――――― ※１ 特別利益の主なものは、投資

有価証券売却益3,100百万円で

ある。 
   

――――― ――――― ※２ 特別損失の主なものは、貸倒

引当金繰入額2,206百万円であ

る。 
   
※３ 法人税等の表示方法 

   当中間会計期間における税金

費用については、簡便法により

計算しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示している。 

※３ 法人税等の表示方法 

同左 

――――― 

   
 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,263百万円

無形固定資産 178 〃 
 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,895百万円

無形固定資産 190 〃 
 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,591百万円

無形固定資産 367 〃 
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 

3,696 1,891 1,804 

合計 3,696 1,891 1,804 

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

有形固定資産
「その他」

5,697 2,425 3,271

合計 5,697 2,425 3,271

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 

 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

 
(百万円)

有形固定資産
「その他」 

5,294 2,146 3,148

合計 5,294 2,146 3,148

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 
   
 (2)未経過リース料中間期末残高 

     相当額 

１年内 801百万円

１年超 1,002 〃 

 合計 1,804 〃 
 

 (2)未経過リース料中間期末残高 

     相当額 

１年内 1,403百万円

１年超 1,868 〃 

 合計 3,271 〃 
 

 (2)未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 1,298百万円

１年超 1,849 〃 

 合計 3,148 〃 
 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

   
 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 484百万円 

減価償却費相当額 484 〃 
 

 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 694百万円

減価償却費相当額 694 〃 
 

 (3)支払リース料及び減価償却費 

     相当額 

支払リース料 990百万円

減価償却費相当額 990 〃 
    

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(注)１ 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

  ２ 減損損失がないため、項目

等の記載は省略している。 
 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 ―
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料 ―
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはない。 

 

 

(１株当たり情報) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 800.70円 
 

１株当たり純資産額 831.87円
 

１株当たり純資産額 808.26円
 

１株当たり中間純利益金額 17.25円 

 

１株当たり中間純利益金額 16.31円

 

１株当たり当期純利益金額 28.18円

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前中間会計期間 

 (自 平成16年４月１日
  至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
 (自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
 (自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 3,534 3,341 5,925 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 150 

 (うち利益処分による 
 役員賞与金) 

(百万円) － － 150 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 3,534 3,341 5,775 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 204,940 204,832 204,910 

 

 

(重要な後発事象) 
 

該当事項なし。 

 

 

(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

(1) 決議年月日 平成17年11月８日

(2) 中間配当金総額 1,228,882,818円

(3) １株当たりの額 ６円

(4) 中間配当支払開始日 平成17年12月５日
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引

法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

 

 有価証券報告書及びその添付書類 
事業年度 
(第91期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月30日提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 

 

 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年12月24日 

株式会社 関 電 工 

  取 締 役 会  御中 

井 上 監 査 法 人 

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

 

業務執行社員 公認会計士        佐 藤 賢 治  

 

業務執行社員 公認会計士        平 松 正 己  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社関電工の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４に記載されているとおり、提出会社は退職給付会計

における数理計算上の差異の費用処理方法を変更した。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 
 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成17年12月26日 

株式会社 関 電 工 

  取 締 役 会  御中 

井 上 監 査 法 人 

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        佐 藤 賢 治  

 

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社関電工の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 
 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成16年12月24日 

株式会社 関 電 工 

  取 締 役 会  御中 

井 上 監 査 法 人 

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

 

業務執行社員 公認会計士        佐 藤 賢 治  

 

業務執行社員 公認会計士        平 松 正 己  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社関電工の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第91期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社関電工の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項」３に記載されているとおり、会社は退職給付会計における数理計

算上の差異の費用処理方法を変更した。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 
 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成17年12月26日 

株式会社 関 電 工 

  取 締 役 会  御中 

井 上 監 査 法 人 

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士        佐 藤 賢 治  

 

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社関電工の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第92期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社関電工の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管している。 
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